
高齢者ドライバーの現状と今後
改正道路交通法による認知症対策

今 月 は
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　近年、高齢化の著しい進行により、

認知能力が低下（認知症等）してい

る高齢者の運転が大きな社会問題と

なっております。

　年々増え続ける高齢ドライバーに

よる自動車事故の内容を見てみると、

交差点等での事故が最も多く、赤信

号を見落とし交差点に進入したり、

信号停止中の車両に衝突したりする

といった内容から、事故後に認知症

と診断される場合も少なくないよう

です。

　これを受けて、国と警視庁は「認

知症対策は緊急を要する」との判断

から改正道路交通法の法整備を進め、

平成２７年６月に「改正道路交通法」
が成立しています。

　そして、来年はさらなる高齢者ド
ライバー対策の推進を目的に、新た
な道路交通法の改正が行われます。

社会福祉士　畑山　賢二です

　長年続けてきた運転をやめることは大きな決断ですが、一歩間違えば、人の命を奪いかねない車

の運転。運転免許の自主返納は、今後のことを冷静に考えて行う人生の一つの決断です。

　「判断や動作の鈍りから、運転に自信がなくなってきた…」と感じた場合は、事故を起こす前に、

運転に代わる交通手段等を確保して、冷静に判断しましょう。

　また、本人自身が実感できず、家族が「記憶や判断能力が低下しているし、このまま運転を続け

ることは危険」と感じている場合は、運転に代わる移動手段や新しい楽しみなどを提案し、納得し

て運転を卒業してもらえるようにサポートしていけると良いと思います。

運転免許証自主返納は、冷静な自己診断と家族の意見を尊重し、決断しましょう。

１．臨時認知機能検査・臨時高齢者講習（新設）
　７５歳以上の方を対象に、改正前は３年に１度の免許証
の更新時だけ受ける認知機能検査を、一定の違反行為があ
れば３年を待たずに受けることになります。

①臨時認知機能検査
　認知機能低下により起こしやすい違反行為

（信号無視、一時不停止、通行区分違反など
１８項目）をしたときは、「臨時認知機能検査」
を受けなければなりません。

②臨時高齢者講習
　①の検査の結果、認知機能の低下が運転に
影響する恐れがあると判断された方は、「臨
時高齢者講習」を受けなければなりません。

２．臨時適正検査制度の見直し
　認知機能検査で認知症の恐れがあると
判定された方は、違反の有無を問わず、
医師の診断を受けることになります。
　更新時の認知機能検査または臨時認知
機能検査で認知症の恐れがあると判定さ
れた方は、臨時適性検査（医師の診断）
を受け、または、主治医等の診断書を提
出しなければなりません。

※医師の診断の結果、認知症と判断された場合
　は運転免許の取消し等の対象となります。

【参考】北海道警察本部交通企画課ＨＰ

高齢ドライバー対策の推進を目的として、道路交通法が改正されます！

加齢に伴い、運転免許証を自主返納する時期はいつかやってきます

平成２９年３月１２日から！
改正道路交通法（一部抜粋）
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